
1 

 

202６年度 豊岡市 

 

人生いきいき住宅助成事業（住宅改造型）利用の手引き 

 

豊岡市介護保険課 0796-24-2401 

 

【事業の概要】 

 本事業は、介護保険の要支援・要介護認定を受けた方や障害者等が、現在、居住している住宅で

自立した生活を今後も送るため、その身体状況に応じた既存住宅の改造をしようとする際に必要と

なる経費の一部を助成するものです。 

 

【対象世帯】 

生計中心者が、給与収入のみの方であれば、前年分の給与収入金額が 800 万円以下、給与収入

のみ以外の方であれば、前年分の所得金額が 600 万円以下で、以下のいずれかに該当する世帯。 

１．介護保険制度による要支援または要介護認定を受けた方がいる世帯 

２．身体障害者手帳の交付を受け、障害の程度が 1～2 級の方がいる世帯 

３．療育手帳の交付を受け、その障害の程度が「A」の方がいる世帯 

※生計中心者とは対象者の属する世帯のなかで最も所得の多い方です。 

 （別世帯であっても同一家屋に居住する場合は世帯構成員とみなします） 

※令和８年６月 30 日までに申請された場合は前々年中の所得で判断します。 

 

【助成対象工事】 

対象者が日常生活を営むうえで現に支障となっている部分の解消を図る工事で、住まいの改良相

談員が対象者の身体状況や生活状況等から必要と認める工事が対象となります。将来に向けての予

防的な工事や、新築・増築工事、老朽化による取替・修繕工事等は助成対象外です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・段差解消  

・手すりの設置 

・開口幅の確保のための間仕切り壁の改造 

・引き戸への取り替え 

・浴槽の取り替え 

・レバーハンドル錠等への取り替え 

・和便器から洋便器への取り替え 

・カウンター型洗面台への取り替え（バリアフリー対応等に限る） 等 

注：上記に含まれる工事でも、対象者の身体状況等に応じて必要と認められた工事のみが助成対象 

となります。 
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【基本的な事項】 

◇初めての介護保険住宅改修等と一体的に工事を実施すること 

 当該住宅助成事業は初回の介護保険又は障害者日常生活用具給付等事業による住宅改修と一体

的に実施し、その住宅改修の限度額を超える部分を補助するものです。従って、対象者が既に介護

保険住宅改修費等の支給を受けている場合は、原則、当該事業の利用はできません。 

◇１世帯１回限り 

以前に当該事業の助成を利用した世帯は、再度利用することはできません。 

◇必ず着工（工事契約）前に申請が必要 

 ※交付決定日前に契約・着工した場合は助成を受けることができません。 

◇令和８年 12 月 28 日までに申請し、令和９年２月 26 日までに手続きを完了すること 

※予算が上限に達した場合、上記申請期間中でも受付を終了する場合があります。 

◇工事内容の変更について 

 申請した工事内容・金額等に変更が生じた場合は、工事を中断し担当課までご相談ください。補

助金は、あくまで全ての助成対象工事が当初の申請内容どおりに行われた場合に決定通知書どおり

に支払われるものであり、連絡なく変更した場合、助成の対象にならない場合があります。 

 

【助成対象限度額】 

１世帯 100 万円（介護保険制度等の住宅改修費限度額を含む）を上限とします。 

■助成金額＝【助成対象経費（上限 100 万円）－20 万円（世帯の介護保険制度等の住宅改修費

限度額）】×【別表の世帯階層区分に応じた助成率】 

※世帯の介護保険制度等の住宅改修費限度額＝世帯の対象者数×20 万円 

（例）世帯内の対象者が２名の場合：介護保険制度等の住宅改修費限度額が 40 万円となり、当該

事業の限度額は 60 万円となります。 

※助成金額について、千円未満の端数は切り捨てます。 

 

 別表           ※世帯の生計中心者の課税状況により助成率が異なります。 

世帯階層区分 助成率 

A 生活保護法による被保護世帯 ３／３ 

B 前年度の所得税非課税世帯のうち市民税非課税世帯 ９／１０ 

C 前年度の所得税非課税世帯のうち市民税均等割のみ課税世帯 ９／１０ 

D 前年度の所得税非課税世帯のうち市民税所得割課税世帯 ２／３ 

E 生計中心者が前年度所得税課税で、所得税額が７万円以下の世帯 １／２ 

F 生計中心者の前年度所得税額が７万円を超える世帯 １／３ 

 



3 

 

≪相談から補助金交付までの流れ≫ 

 

◇住宅改造の助成を希望する場合は、高年介護課窓口で改造内容

等の相談を行い、「住宅改造に係る相談受付票」を作成ください。 

※介護保険対象者の方は介護保険住宅改修と一体的に実施する必

要がありますので、事前にケアマネジャーとご相談ください。 

 

◇住まいの改良相談員（理学療法士）、担当市職員等が自宅を訪問

し、現地調査及び対象者の身体やお住まいの状況に応じた住宅改

造の助言をさせていただきます。 

その際、対象者、工事施工業者、ケアマネジャー等にも立ち合い

をお願いします。 

 

◇「住まいの改良相談員」の助言を参考にし、工事施工業者と相

談の上、書類を作成し提出してください。 

【提出書類】 

・「補助金等交付申請書」（項目３・４交付申請額については記入しないでください） 

・住宅改造計画の設計図面 

・改造予定箇所の改造前写真（撮影日の入ったもの） 

・「改造費見積書（別紙）」 

・「居宅介護(支援)住宅改修(介護保険)・人生いきいき住宅助成(住

宅改造型)共通見積書兼改造費実績内訳書」（基になった見積書も添付）  

・【借家等に居住の場合】建物所有者の改造承諾書 

 

◇申請内容を確認・審査し、条件に該当すれば交付決定通知及び

完了後の手続き書類を郵送します。 

※申請後２週間程度かかります。 

 

◇補助金等交付決定の通知を受けてから工事施工業者と契約し、

着工してください。 

◇申請した住宅改造計画どおりの改造を行ってください。やむを

得ず工事内容を変更する場合は必ず事前に担当課にご相談くださ

い。 

 

◇工事完了（対象外工事を含む契約工事全て）後速やかに提出し

てください。   提出期限：令和９年２月 26 日 

【提出書類】 

・「補助事業等実績報告書」 

・「補助金等交付請求書」 

相談受付 

補助金等交付申請書

の提出 

訪問調査 

補助金等交付決定通

知 

契約・工事着工 

工事完了・補助事業

等実績報告書の提出 
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・改造箇所の改造後写真（撮影日の入ったもの） 

・「改造費実績内訳書（別紙）」 

・「居宅介護(支援)住宅改修(介護保険)・人生いきいき住宅助成(住

宅改造型)共通見積書兼改造費実績内訳書」（交付申請時提出様式と同じ）  

・支払領収書（原本） 

・「契約書の写し（又は工事請負請書）」（交付決定日以降の契約日） 

 

◇市担当職員が訪問し、工事が適切に行われたかどうかを確認し

ます。 

 

◇工事が適正に行われていることが確認できたら、正式に補助金

額を確定し、対象者へ交付します。 

 

 

 

 

 

補助金等確定通知・

支払い 

工事完了検査 


